
 

（法第28条第１項関係様式例）※事業報告書等提出用 
 

令 和 7 年 度 事 業 報 告 書 

令和7年 4月 1日から令和8年 3月 31日まで 

 

（法人の名称：特定非営利活動法人 岡谷市手をつなぐ育成会）  

 

１  事業の成果 

 多機能型事業所エコファおかやは、継続して就労継続支援B型事業、生活介護事業を行な

っています。就労継続支援事業は定員を超える34名の利用者が通っており、1日の平均利用

人数は31.5人となっている。仕事も切れることなく取り組めています。生活介護事業は1名

の方が障害者支援施設に入所し登録人数は5名となっており定員割れをしています。 

 共同生活援助事業所ポムの家は5名の定員通りの利用です。ひとり一人のニーズに合った

利用があり一日の平均利用は4.9人となっている。 

就労継続支援B型事業の利用者さんの平均工賃は21,048円となりました。昨年度の平均工賃

より3,541円のアップです。しかし、令和6年度の長野県の平均工賃24,522円、令和6年度の全

国の平均工賃24,141円となっていて、その金額に届くまでにはまだまだです。障害基礎年金

2級だけでは一人暮らしは難しく、今後も月平均30,000円の工賃を目指して仕事探し、取り

組み方法の検討を続けていかなくてはなりません。 

生活介護事業所は、今後、就労継続支援事業の利用が難しくなってきた方の居場所として、

あるいは行動の障害がある方、重度の障害の方などの利用ニーズも多く、さらには諏訪の圏

域に生活介護事業所不足が言われている中、体制整備や職員の支援力の向上がますます求め

られているところです。 

共同生活援助事業所 ポムの家は定員5名の利用が継続しています。入居中の利用者さん

の障害程度区分の変化により今後、スプリンクラーの設置も必要になってくるものと思われ

ます。 

 

２  事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実

施日時 

(B)当該事業の実

施場所 

(C)従事者の人数 

(D)受益対象

者の範囲 

(E)人数 

事業費の 

金  額 

(単位：千

円) 

 

 

 

障がい福祉

サ ー ビ ス

事業 

 

障害者総合支援法に基づく 

就労継続支援 B 型事業 

(A)R7/4/1～ 

R8/3/31 

(B)指定障害福祉

サービス事業所

エコファおかや 

(C) 13 人 

利用者 34 人 

内訳 

岡谷市 32 人 

諏訪市 1 人 

下諏訪町 1 人 

79,706 

障害者総合支援法に基づく 

生活介護事業 

(A) R7/4/1～ 

R8/3/31 

(B) 指定障害福祉

サービス事業

所エコファお

かや 

利用者 6 人 

内訳 

岡谷市 5 人 

下諏訪町 1人 

16,413 



 

(C)6 人 

障害者総合支援法に基づく 

共同生活援助事業 

(A) R7/4/1～ 

  R8/3/31 

(B) ポムの家 

(C) 6 人 

利用者 5 人 

内訳 

岡谷市 5 人 

14,917 

障害者総合支援法に基づく 

日中一時支援事業 

(A) R7/4/1～ 

R8/3/31 

(B) 指定障害福祉

サービス事業

所エコファお

かや 

(C)15 人 

利用者 

内訳 

岡谷市 14 人 

135 

 

 

相談支援事業 

障害者総合支援法に基づく 

相談支援事業 

(A) R7/4/1 ～

R8/3/31 

(B) エコファ相談

支援事業所 

(C)2 人 

相談者 44 人 

内訳 

岡谷市 34 人 

諏訪市 4 人 

茅野市 1 人 

伊那市 1 人 

下諏訪町 4人 

2,332 

 

(2) その他の事業（特定非営利活動に係る事業以外の事業） 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施日時 

(B)当該事業の実施場所 

(C)従事者の人数 

事業費の 

金  額 

(単位：千

円) 

無し 無し 無し  

 
（記載上の注意事項）※この事項は、提出する様式に記載する必要はありません。 

１ 「２事業の実施に関する事項」は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその
他の事業について区分を明らかにして記載してください。 

  なお、法人税法上の収益事業と非収益事業の区分ではありませんのでご注意ください。 

２  ２の(1)は、事業ごとに定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人

数、受益対象者の範囲及び人数並びに支出額をそれぞれ記載してください。 

３  ２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び人数」の欄には、具体的な受益対象者及び人

数を記載してください。 

４  ２の(2)は、事業ごとに定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数

及び支出額をそれぞれ記載してください。 

また、定款上で「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、当該事業年度に

実施しなくても、必ず「実施しなかった」と記載してください。 


